
令和３年４月27日　火曜日� 第11015号長 崎 県 公 報

─ 2805 ─

毎週　火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　告　示� 所管課（室）名　

　○長崎県地域振興部関係補助金等交付要綱の一部改正� 地域づくり推進課

・�救急病院の認定� 医 療 政 策 課

・�保安林の指定の予定（３件）� 林 政 課

・�林業・木材産業改善資金の収納事務の委託� 〃

・�歳入の収納事務の委託� 学 芸 文 化 課

◎　公　告

・�県営土地改良事業変更計画の決定（３件）� 農 村 整 備 課

・�土地改良区の定款変更の認可� 〃

・�土地改良区設立に係る土地改良事業計画及び定款を適当とする旨の決定� 〃

・�測量の終了（２件）� 建 設 企 画 課

・�都市計画の図書の縦覧（５件）� 都 市 政 策 課

◎　公安委員会告示

・�警備員等に対する検定の実施� 生 活 環 境 課

◎　労働委員会告示

・�あっせん員候補者� 労働委員会事務局

長崎県告示第370号

　長崎県地域振興部関係補助金等交付要綱（平成23年長崎県告示第456号）の一部を次のように改正し、令和３

年度の予算に係る補助金等から適用する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表（第２条関係）

地域づくり推進課関係

補助金
の名称

交付の
目　的

補助事業の内容、
対象経費等　　

補助率
又は額

補　助
対象者

１～６　略

7 地域産
業雇用
創 出
チャレ

人口減少
対策をは
じめ地域
課題の解

次に掲げる事業
に要する経費
�　移住支援事

業

略

別表（第２条関係）

地域づくり推進課関係

補助金
の名称

交付の
目　的

補助事業の内容、
対象経費等　　

補助率
又は額

補　助
対象者

１～６　略

7 地域産
業雇用
創 出
チャレ

人口減少
対策をは
じめ地域
課題の解

次に掲げる事業
に要する経費
�　移住支援事

業

略

　　　　目　　　　　次

　　　　告　　　　　示
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ンジ支
援事業
補助金

決 に 向
け、地場
産業の振
興に資す
る雇用拡
大や、Ｕ
Ｉターン
者などに
よる創業
や就業、
事業承継
を支援す
ることに
より、そ
れらの人
財の活動
を通じ、
地域振興
を図ると
ともに、
本県への
移住・定
住を促進
すること
を目的と
する。

　市町が実施す
る、東京23区に
居住若しくは通
勤する者で長崎
県へ移住し、か
つ、次のいずれ
かの要件を満た
す者の転居に伴
う経費等を補助
する事業に要す
る経費

　ア�　県が指定
する県内の
企業へ就職
した者

　イ�　プロフェ
ッショナル
人材事業又
は先導的人
材マッチン
グ事業を利
用して県内
の企業へ就
職した者

　ウ�　テレワー
クにより移
住元での業
務を引き続
き行う者

　エ�　関係人口
として市町
が個別に認
めた者

　オ�　創業支援
事業を活用
し、創業し
た者

～　略

８　略

ンジ支
援事業
補助金

決 に 向
け、地場
産業の振
興に資す
る雇用拡
大や、Ｕ
Ｉターン
者などに
よる創業
や就業、
事業承継
を支援す
ることに
より、そ
れらの人
財の活動
を通じ、
地域振興
を図ると
ともに、
本県への
移住・定
住を促進
すること
を目的と
する。

　市町が実施す
る、東京23区に
居住若しくは通
勤する者で長崎
県へ移住し、県
が指定する県内
の企業へ就職し
た者又は創業し
た者の転居に伴
う経費等を補助
する事業に要す
る経費

～　略

８　略

長崎県告示第371号

　救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）に基づき、次のとおり救急病院として認定した。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

名　　　称 所　在　地 認定年月日 認定の有効期限

医療法人　徳洲会　長崎北徳洲会病院
西彼杵郡長与町北陽台１丁目５

番１
令和３年５月１日 令和６年４月30日

独立行政法人地域医療機能推進機構

松浦中央病院
松浦市志佐町浦免856番１ 令和３年４月16日 令和６年４月15日
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長崎県告示第372号

　森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２第１項の規定により、次のように保安林を指定する予定である。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　保安林予定森林の所在場所

　　対馬市上対馬町比田勝字水ヶ浦901の第１、901の第２、902から914まで、917、919

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　　立木の伐採の方法

　　１　次の森林については、主伐は、択伐による。

　　　　字水ヶ浦904・906・912・914（以上４筆について次の図に示す部分に限る。）

　　２　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

　　３�　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

　　４　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を県庁農林部林政課及び対馬市役所に備

え置いて縦覧に供する。）

長崎県告示第373号

　森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２第１項の規定により、次のように保安林を指定する予定である。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　保安林予定森林の所在場所

　　対馬市厳原町西里字影平19

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　　立木の伐採の方法

　　１　主伐に係る伐採種は、定めない。

　　２�　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

　　３　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　　立木の伐採の限度　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を県庁農林部林政課及び対馬市役所に備え置いて縦覧に供する。）

長崎県告示第374号

　森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２第１項の規定により、次のように保安林を指定する予定である。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　保安林予定森林の所在場所

　　対馬市峰町櫛字在家147の27

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　　立木の伐採の方法

　　１　主伐に係る伐採種は、定めない。

　　２�　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。
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　　３　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　　立木の伐採の限度　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を県庁農林部林政課及び対馬市役所に備え置いて縦覧に供する。）

長崎県告示第375号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり歳入の収納の事務を委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　委託年月日

　　令和３年４月１日

２　受託者の住所及び氏名

　　諫早市貝津町1122番地６

　　長崎県森林組合連合会　代表理事会長　八江　利春

３　委託事務

　　林業・木材産業改善資金に係る償還金の収納事務

４　委託期間

　　令和３年４月１日から令和４年３月31日まで

長崎県告示第376号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり歳入の収納の事務を委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　委託年月日

　　令和３年４月１日

２　受託者の住所及び氏名

　　熊本県熊本市南区江越１丁目14番10号

　　株式会社パブリックビジネスジャパン　代表取締役　萩原　宣

３　委託事務

　　パンフレット「壱岐・原の辻遺跡」販売に係る収入金の収納事務

４　委託期間

　　令和３年４月１日から令和４年３月31日まで�

　　　県営土地改良事業変更計画の決定（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条第１項の規定に基づき、南有馬地区県営農村地域防災減災事業

（ため池整備事業）を変更したので、同条第６項において準用する同法第87条第５項の規定により公告し、土地

改良事業変更計画書を次のとおり縦覧に供する。

　なお、この変更計画については、同法第88条第６項で準用する同法第87条第６項の規定に基づき、縦覧期間満

了の日の翌日から起算して15日以内に長崎県知事に審査請求をすることができる。

　また、この計画については、上記審査請求のほか、この計画が定められたことを知った日の翌日から起算して

６か月以内（上記審査請求をした場合は、この審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内）に、長崎県（知事が被告の代表者となる。）を被告として、この計画の取消しの訴えを提起する

ことができる。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

　　　１　縦覧に供すべき書類の名称

　　　　公　　　　　告
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　　　　　　南有馬地区農村地域防災減災事業（ため池整備事業）土地改良事業計画書

　　　２　縦覧期間

　　　　　　令和３年４月27日から令和３年５月31日まで

　　　３　縦覧場所

　　　　　　南島原市南有馬支所

　　　県営土地改良事業変更計画の決定（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条第１項の規定に基づき、大村北部地区県営土地改良事業計画（農

業用用排水施設整備工）を変更したので、同条第６項において準用する同法第87条第５項の規定により公告し、

土地改良事業変更計画書を次のとおり縦覧に供する。

　なお、この変更計画については、同法第88条第６項で準用する同法第87条第６項の規定に基づき、縦覧期間満

了の日の翌日から起算して15日以内に長崎県知事に審査請求をすることができる。

　また、この計画については、上記審査請求のほか、この計画が定められたことを知った日の翌日から起算して

６か月以内（上記審査請求をした場合は、この審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内）に、長崎県（知事が被告の代表者となる。）を被告として、この計画の取消しの訴えを提起する

ことができる。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

　　　１　縦覧に供すべき書類の名称

　　　　　　県営農村地域防災減災事業（農業用用排水施設整備工）

　　　　　　大村北部地区土地改良事業変更計画書

　　　２　縦覧期間

　　　　　　令和３年４月27日から令和３年５月17日まで

　　　３　縦覧場所

　　　　　　平　　日　大村市役所産業振興部農林水産整備課

　　　　　　土日祝日　大村市役所本館当直室

　　　県営土地改良事業変更計画の決定（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条第１項の規定に基づき、大村北部地区県営土地改良事業計画（農

業用ため池整備工）を変更したので、同条第６項において準用する同法第87条第５項の規定により公告し、土地

改良事業変更計画書を次のとおり縦覧に供する。

　なお、この変更計画については、同法第88条第６項で準用する同法第87条第６項の規定に基づき、縦覧期間満

了の日の翌日から起算して15日以内に長崎県知事に審査請求をすることができる。

　また、この計画については、上記審査請求のほか、この計画が定められたことを知った日の翌日から起算して

６か月以内（上記審査請求をした場合は、この審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内）に、長崎県（知事が被告の代表者となる。）を被告として、この計画の取消しの訴えを提起する

ことができる。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

　　　１　縦覧に供すべき書類の名称

　　　　　　県営農村地域防災減災事業（農業用ため池整備工）

　　　　　　大村北部地区土地改良事業変更計画書

　　　２　縦覧期間

　　　　　　令和３年４月27日から令和３年５月17日まで

　　　３　縦覧場所

　　　　　　平　　日　大村市役所産業振興部農林水産整備課

　　　　　　土日祝日　大村市役所本館当直室

　　　土地改良区の定款変更の認可（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、次の土地改良区の定款変更（令和３年３月
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18日総会議決）を認可した。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

　　土地改良区名　　　空池原土地改良区

　　認可年月日　　　　令和３年４月19日

　　　土地改良区の設立に係る土地改良事業計画及び定款を適当とする旨の決定（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第８条第１項の規定に基づき、下記の土地改良区設立に係る土地改良事

業計画及び定款を適当と決定したので、同条第６項の規定により公告し、その関係書類を次のとおり縦覧に供す

る。

　なお、この計画及び定款については、同法第９条第１項の規定に基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算し

て15日以内に長崎県知事に異議の申出をすることができる。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

　　土地改良区名　　木田土地改良区

　　　１　縦覧に供すべき書類の名称

　　　　　　　木田土地改良区設立に係る土地改良事業計画書の写し

　　　　　　　定款の写し

　　　２　縦覧期間

　　　　　　令和３年４月27日から令和３年５月17日まで

　　　３　縦覧場所

　　　　　　壱岐市役所農林水産部農林課（石田庁舎）

　　　　　　土日祝日は壱岐市役所石田庁舎守衛室

　　　測量の終了（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第２項の規定により、長崎振興局

長から公共測量（基準点測量）を次のとおり終了した旨の通知があった。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

　公共測量終了の地域及び終了日

地　　　　　域 終　　了　　日

長崎県　西彼杵郡　長与町　岡郷 令和３年３月25日

　　　測量の終了（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第２項の規定により、諫早市長か

ら公共測量（水準測量）を次のとおり終了した旨の通知があった。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

　公共測量終了の地域及び終了日

地　　　　　域 終　　了　　日

諫早市の一部（小野・長田地区外） 令和３年３月29日

　　　都市計画の図書の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１項の規定による都市計画の図書の写しの送付を受けたので、
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同条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類及び名称

　　長崎都市計画（長崎国際文化都市建設計画）地区計画（長崎スタジアムシティ地区計画）　　（長崎市決定）

２　縦覧場所

　　長崎県土木部都市政策課及び長崎県長崎振興局

　　　都市計画の図書の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定による都

市計画の図書の写しの送付を受けたので、同条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類及び名称

　　長崎都市計画（長崎国際文化都市建設計画）用途地域　（長崎市決定）

２　縦覧場所

　　長崎県土木部都市政策課及び長崎県長崎振興局

　　　都市計画の図書の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定による都

市計画の図書の写しの送付を受けたので、同条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類及び名称

　　長崎都市計画（長崎国際文化都市建設計画）防火地域及び準防火地域　（長崎市決定）

２　縦覧場所

　　長崎県土木部都市政策課及び長崎県長崎振興局

　　　都市計画の図書の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定による都

市計画の図書の写しの送付を受けたので、同条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類及び名称

　　長崎都市計画（長崎国際文化都市建設計画）特別用途地区　（長崎市決定）

２　縦覧場所

　　長崎県土木部都市政策課及び長崎県長崎振興局

　　　都市計画の図書の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定による都

市計画の図書の写しの送付を受けたので、同条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類及び名称

　　長崎都市計画（長崎国際文化都市建設計画）道路　８・７・106号　浦上歩道橋線　（長崎市決定）

２　縦覧場所

　　長崎県土木部都市政策課及び長崎県長崎振興局
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　　長崎県公安委員会告示第12号

　警備業法（昭和47年法律第117号）第23条の規定により、警備員又は警備員になろうとする者に対する検定を

実施するので、警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号。以下「検定規則」とい

う。）第７条の規定により、次のとおり公示する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県公安委員会委員長　川口　博樹　

１　検定を行う警備業務の種別及び区分�����������������������������　

　　交通誘導警備業務１級

２　検定の日時、場所及び検定予定人員　

　　日時

　　　令和３年７月29日（木）午前９時から午後６時までの間

��　場所

������福岡県北九州市門司区小森江三丁目９番１号　福岡県警察警備員教育センター

��　検定予定人員

������10人

３　受検資格

����受検資格は、長崎県内に住所を有する者又は長崎県内の営業所に属する警備員であって、次のいずれかに該

　当するものとする。　　��

　�　交通誘導警備業務２級の検定に係る合格証明書の交付を受けている者であって、当該合格証明書の交付を

受けた後、交通誘導警備業務に従事した期間が１年以上であるもの

��　長崎県公安委員会がに掲げる者と同等以上の知識及び能力を有すると認める者

４　検定試験内容

　　学科試験

　　ア　警備業務に関する基本的な事項

����イ　法令に関すること。

����ウ　車両等の誘導に関すること。

　　エ　交通誘導警備業務の管理に関すること。

����オ�　工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所における負傷等の事故が発生した場合における応急

の措置に関すること。

��　実技試験

����ア　車両等の誘導に関すること。

　　イ　交通誘導警備業務の管理に関すること。

����ウ�　工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所における負傷等の事故が発生した場合における応急

の措置に関すること。

��　検定の方法

　　�　検定においては、学科試験を実技試験の前に行うものとし、学科試験に合格しなかった者に対しては、実

技試験を行わない。

５��検定申請の手続

　　申請期間、申請先等

申　請　期　間 申請時間 申　　　請　　　先

令和３年５月６日（木）から同月14

日（金）まで。ただし、土曜日及び

日曜日を除く。

午前９時から

午後５時まで

申請者の住所地を管轄する警察署又は申請者が警備員である

場合は、その者が属する営業所の所在地を管轄する警察署

※�　検定申請の受付は、先着順とし、予定人員に達した場合は、申請期間の途中であっても締め切る。また、

郵送による検定申請は受け付けない。

　�　検定申請は、受検者本人が行うものとするが、やむを得ない事情等により代理人が行う場合は、受検者本

　　　　公安委員会告示
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人の委任状を持参すること。

　　提出書類�

����ア　検定申請書　１通

����イ　申請者が警備員である場合は、次に掲げるいずれかの書面

　　　ア　申請者の住所地を管轄する警察署に書類を提出する場合は、住所地を疎明する書面��１通

　　　イ�　申請者の属する営業所の所在地を管轄する警察署に書類を提出する場合は、次に掲げるいずれかの書

面

　　　　ａ�　申請者の住所地を管轄する警察署と属する営業所の所在地を管轄する警察署が同一である場合は、

住所地を疎明する書面又は当該営業所に属することを疎明する書面　いずれか１通

　　　　ｂ�　申請者の住所地を管轄する警察署と属する営業所の所在地を管轄する警察署が異なる場合は、当該

営業所に属することを疎明する書面　１通

　　ウ　申請者が警備員でない場合は、住所地を疎明する書面　１通

　　エ　次に掲げるいずれかの書面　１通

　　　ア�　３の受検資格に該当する場合は、交通誘導警備業務２級の検定に係る合格証明書の写し及び３に

該当する者であることを疎明する書面（警備業者が作成する警備業務従事証明書など）

　　　イ�　３の受検資格に該当する場合は、検定規則第８条第２号の規定により長崎県公安委員会が交付した

書面

　　オ�　写真（申請前６か月以内に撮影した無帽・正面・上三分身・無背景の縦の長さ3.0センチメートル、横

の長さ2.4センチメートルの写真で、その裏面に氏名及び撮影年月日を記入したもの）　２葉

６　検定手数料の納付

　　検定申請時に検定手数料14,000円を長崎県収入証紙により納付すること。

　　なお、検定申請の受付後は、手数料は返還しない。

７��合格発表

����本検定の合格発表は、当日検定場所において本人に対して行う。

８��その他

　　新型コロナウイルス感染症関係

　　　新型コロナウイルス感染症の状況により、急遽、検定を中止する場合がある。

��　検定の共同実施

������この検定は、長崎県公安委員会及び福岡県公安委員会が共同で実施する。

��　持参する物

　　�　検定当日は、筆記用具、受検票及び動きやすい服装を必ず持参（各受検者への貸与ロッカー有り。）する

こと。

��　問合せ先

��　ア　長崎県内の最寄りの警察署の生活安全課又は刑事生活安全課

��　イ�　長崎県警察本部生活安全部生活環境課許可業務指導室営業第二係（警備業担当）（電話�095-820-0110　

内線3185）

長崎県労働委員会告示第１号

　労働委員会規則（昭和24年中央労働委員会規則第１号）第68条第１項の規定により、あっせん員候補者を次の

とおり公示する。

　　令和３年４月27日

� 長崎県労働委員会　

� 会長　國弘　達夫　

　　　　労働委員会告示
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○長崎県労働委員会あっせん員候補者

氏　名 委嘱年月日 現　　　　　　職 前　　　職

國　弘　達　夫 H７.５.８
弁護士

長崎県労働委員会会長

福　澤　勝　彦 H11.11.５
長崎大学経済学部教授

長崎県労働委員会会長代理

堀　江　憲　二 H15.11.５
弁護士

長崎県労働委員会公益委員

山　下　　　肇 H23.11.７
弁護士

長崎県労働委員会公益委員

矢　野　生　子 H27.11.５
長崎県立大学経営学部教授

長崎県労働委員会公益委員

宮　﨑　辰　弥 H29.11.６
日本労働組合総連合会長崎県連合会会長

長崎県労働委員会労働者委員

吉　次　博　之 H29.11.６
三菱重工グループ労働組合連合会長崎地区本部副執行委員長

長崎県労働委員会労働者委員

髙　藤　義　弘 Ｒ1.11.５
日本労働組合総連合会長崎県連合会事務局長

長崎県労働委員会労働者委員

松　田　圭　治 Ｒ1.11.５
全日本自治団体労働組合長崎県本部執行委員長

長崎県労働委員会労働者委員

本　田　恵美子 Ｒ1.11.５
全日本自治団体労働組合長崎県本部特別執行委員

長崎県労働委員会労働者委員

船　橋　佐知子 H21.11.５
九州教具（株）代表取締役副社長

長崎県労働委員会使用者委員

川　口　勇一郎 H23.11.７
キングタクシー（株）代表取締役社長

長崎県労働委員会使用者委員

永　江　圭　爾 H25.11.５
（株）昭和堂常務取締役

長崎県労働委員会使用者委員

岩　根　信　弘 H27.11.５
長崎県経営者協会専務理事

長崎県労働委員会使用者委員

北　原　裕　幸 Ｒ３.４.５
長崎県経営者協会事務局長

長崎県労働委員会使用者委員

大　﨑　義　郎 H31.４.５ 長崎県労働委員会事務局長

山　田　譲　二 Ｒ３.４.５ 長崎県労働委員会事務局調整審査課長
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